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１【提出理由】

　当社（以下「アルパイン」といいます。）は、平成29年７月27日付の取締役会において、アルプス電気株式会社（以

下「アルプス電気」といい、アルパインとアルプス電気を総称して「両社」といいます。）を株式交換完全親会社と

し、アルパインを株式交換完全子会社とする株式交換（以下「本株式交換」といいます。）を行うことを決議し、同日

付で両社間で本株式交換に係る株式交換契約（以下「本株式交換契約」といいます。）を締結しましたので、金融商品

取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２の規定に基づき、本臨時報告

書を提出するものです。

 

２【報告内容】

(1）本株式交換の相手会社に関する事項

①　商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の額、純資産の額、総資産の額及び事業の内容

（平成29年３月31日現在）
 

商号 アルプス電気株式会社

本店の所在地 東京都大田区雪谷大塚町１番７号

代表者の氏名 代表取締役社長　　栗山　年弘

資本金の額 38,730百万円

純資産の額 （連結）361,114百万円　（単体）146,175百万円

総資産の額 （連結）602,961百万円　（単体）290,687百万円

事業の内容

車載情報機器事業

電子部品事業

物流事業

 

②　最近３年間に終了した各事業年度の売上高、営業利益、経常利益及び純利益

（連結）

（単位：百万円）
 

 平成27年３月期 平成28年３月期 平成29年３月期

売上高 748,614 774,038 753,262

営業利益 53,534 52,327 44,373

経常利益 57,594 50,038 42,725

親会社株主に帰属する当期純利

益
34,739 39,034 34,920

 

（単体）

（単位：百万円）
 

 平成27年３月期 平成28年３月期 平成29年３月期

売上高 329,548 361,697 374,382

営業利益 18,974 17,375 13,115

経常利益 25,809 21,860 20,818

当期純利益 20,434 19,571 20,016
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③　大株主の氏名又は名称及び発行済株式の総数に占める大株主の持株数の割合

（平成29年３月31日現在）
 

大株主の氏名又は名称 発行済株式の総数に占める大株主の持株数の割合

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 12.59％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 9.56％

資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口） 2.48％

CHASE MANHATTAN BANK GTS CLIENTS ACCOUNT ESCROW 2.24％

三井生命保険株式会社 1.81％

 

④　提出会社との間の資本関係、人的関係及び取引関係

（平成29年３月31日現在）
 
資本関係 アルプス電気は、アルパインの発行済株式総数の40.43％の株式を保有しており、アルパ

インの親会社であります。

人的関係 アルプス電気の取締役１名がアルパインの取締役を兼任しております。また、アルパイン

は、アルプス電気に対してアルパインの従業員４名を派遣しております。

取引関係 アルパインは、アルプス電気から音響機器及び情報・通信機器用の部品・製品を仕入れて

おります。また、アルパインは、アルプス電気の子会社であるアルプス物流株式会社から

物流サービスの提供を受けております。

 

(2）本株式交換の目的

　アルプス電気は、昭和23年に「片岡電気株式会社」として創業しました。それから現在まで69年間、一貫して「部

品に徹する」を基本姿勢に、独自のものづくりを真摯に進めて参りました。ものづくりによって「人と地球に喜ばれ

る新たな価値を創造する。」を企業理念とし、株主の皆様・取引先・地域社会・国際社会・従業員をはじめとした

様々なステークホルダーに対して社会的な責任を遂行し、企業価値を最大化することを経営の基本方針としておりま

す。アルプス電気は、入力デバイス、センシングデバイス及びデータ通信モジュール等の開発・製造・販売を行って

おりますが、近年、各種のデジタル機器が進化を続けるなかで、アルプス電気の事業分野もこれまでの家電機器を中

心とした民生機器から大きくシフトし、電装化が進むクルマ、スマートフォンに代表されるモバイル機器、更には省

エネルギーやヘルスケア等へと変化を遂げ、その規模もグローバルへと拡大しています。中でも、クルマは運転支援

機能等の技術革新が進み、また、スマートフォンは機能やアプリケーションの拡充が進むと共に世界で普及期に入っ

たことにより、アルプス電気は、平成26年度には車載事業での売上高2,000億円及びスマートフォン向け事業での売

上高1,000億円を達成しました。さらに、平成27年度は連結業績において売上高・親会社株主に帰属する当期純利益

で過去最高を記録すると共に、電子部品事業でも売上高・営業利益で新記録を達成しました。他方で、アルプス電気

においては、事業規模が急激に拡大したことにより、経営リソースの逼迫化が進んでおり、また、高成長が続いたス

マートフォン市場は、市場の成熟化に伴う成長の鈍化やコモディティー化のリスクによって、先行きの不透明感が増

しております。加えて、ＩｏＴ（Internet of Things）の潮流の中、ハードウェア単独製品では、付加価値の確保が

容易ではなくなってきております。このような事業環境の下、アルプス電気の持続的な成長のためには、スマート

フォン向け事業の成長維持及び市場の成熟化に伴う成長の鈍化やコモディティー化に備えたリスクマネジメントに取

り組むと共に、スマートフォン向け事業に代わる事業を確立・拡大することで、車載事業、スマートフォン向け事業

及びその他の事業につき、バランスの取れた成長を実現することが求められております。そのため、アルプス電気に

おいては、既存のコア技術に加え、ソフトウェアを内包した機能モジュールの開発による高付加価値化の実現によ

り、①自動運転、コネクティッド、ＥＶ、シェアリング等の新たなトレンドを伴う技術革新及び競争激化が生じてい

る車載市場において、事業の更なる拡大及びハードウェアとソフトウェアの双方を通じた提案力強化による収益力向

上を図ること、②ＥＨＩＩ（Energy、Healthcare、Industry、ＩｏＴ）等の市場における新事業の確立によって収益

の安定化と拡大を図ることが重要な課題となっております。

　他方、アルパインは昭和42年にアルプス電気と米国モトローラ社との合弁会社として発足し、カーオーディオを中

心に事業拡大を進めて参りました。業界においては後発ではありましたが、差別化戦略のもと独自性ある商品を開発

し、新たな顧客価値を積極的に提案することにより、プレミアムブランドとしてのアルパインブランドを確立し、市

場でのポジションを着実に高めて参りました。その後、時代の変化を的確に捉え、業界内でもいち早く海外における

生産販売ネットワークを確立することで海外の優良顧客を開拓し、自動車メーカー向けのＯＥＭビジネス拡大とカー

ナビゲーション、車載ディスプレイ製品の売上拡大を軸に成長を実現して参りました。しかしながら結果として、自

動車メーカー向け、海外向けのビジネス偏重による事業上のリスクも顕在化しております。また、近年では、クルマ

の情報端末化やＡＤＡＳ（先進運転支援システム）・自動運転等の技術の高度化が急速に進展する一方、スマート

フォンのサービスが拡大したことにより、車載インフォテイメント市場は、ＡＤＡＳ等に対応した高機能システム製
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品とスマートフォンに連携したコモディティー製品に二極化してきております。その結果、入力デバイス、センシン

グデバイス等を活用した安全機能との連携やデータ通信モジュールを活用したコネクティッド化へと市場・顧客の要

求は変化してきており、アルパインを取り巻く事業環境は、従来のハードウェア主体の事業からクルマを核とした総

合サービス事業へと大きく変革していくものと考えております。これらの変化に適応し、アルパインが持続的に成長

を続けるためには、既存事業領域においては、ブランドビジネスや音響製品の強みの維持活用、開発資産を活用した

新規顧客の開拓及び事業活動の効率化による収益性改善が課題と捉えており、新事業領域においては、センシングデ

バイス及び通信デバイス等のコアデバイスとソフトウェアの融合化を進め、ＨＭＩ（ヒューマン・マシーン・イン

ターフェース）をコアとした独自性・付加価値のある製品を創出し、市場や顧客への提案力を強化することにより

コックピット周辺・コネクティッド関連等の事業拡大を図ることが重要な課題となっております。

　上記に加えて、近年のクルマの電装化進展のなかで、車載事業における両社の事業領域が近接し、両社の協業を進

める必要性も高まっております。そのため、両社が独立した上場企業であることから生ずる、開発・製造・販売面で

の相互協力や知的財産権・ライセンス・ノウハウ等の共有における事業運営上の制約を解消すると共に、顧客とのよ

り効果的なコミュニケーションを実現することが喫緊の課題となっております。

　両社は、これらの経営課題に対処するためには、両社が保有する人材及び技術といった経営資源を相互に活用する

ことに加えて、両社が迅速かつ機動的な意思決定に基づき夫々の事業を成長させることにより、アルプスグループ全

体として、より効率的かつ機動的な経営を行うことが必要不可欠であると考えております。その方策として、両社

は、持株会社体制へ移行することで、グループ戦略機能を持つ持株会社のもと、顧客に対するグループとしての提

案・営業機能の強化、エンジニア・営業等の事業横断的な人材交流による従業員の育成、アルプス電気の有する資金

調達力やネットワーク、ものづくり力の活用等の本格的な協業に取り組んで参ります。その結果として、生産拠点の

相互活用の推進、共通インフラ活用による間接部門の効率化、部材の共同調達によるサプライヤーとの連携や調達力

の強化及びグローバルオペレーションの強化等と相まって、アルプスグループ全体の事業上のシナジー効果を最大化

できると考えております。

　具体的には、アルプス電気は、「部品に徹する」という基本姿勢を堅持しつつ、自動運転、コネクティッド、ＥＶ

及びシェアリング等の新たなトレンドが伴う車載事業においては、アルプス電気のコア技術・製品である入力デバイ

ス、センシングデバイス及び通信デバイス技術の深耕・融合化並びにアルパインのソフトウェア開発力とシステム設

計力の活用による電子デバイス事業の強化を推進し、またＥＨＩＩ事業においては、アルプス電気の持つ既存のコア

技術にソフトウェアを内包した機能モジュールの開発による高付加価値化を進め、製品力強化を図り、さらにはオー

プンイノベーションを機軸とした他社とのアライアンスを積極・強力に推進し、アルプス電気の持つ広範な市場及び

顧客チャネルとアルパインの持つ一般消費者向けサービス事業を活かした新たなビジネスモデルを立ち上げること

で、コアデバイスを拡大し、新たな価値と事業を持続的に創出し続けることが可能だと考えております。

　アルプス電気としては、企業価値向上のためにはいかなる選択肢の検討も排除しないという方針で、アルプスグ

ループの方向性やアルパインとの関係性として様々な可能性を検討して参りました。その結果、持株会社体制への移

行を伴う経営統合（以下「本経営統合」といいます。）を行うことがアルプスグループ全体としての企業価値向上に

寄与するものとの判断から、平成28年12月下旬にアルプス電気からアルパインに対して本経営統合の提案を行い、以

降両社で協議・検討を進めて参りました。

　かかる認識と同様の認識のもと、アルパインは、アルプス電気からの本経営統合の提案を受け、アルパインの上場

廃止による各ステークホルダーへの影響等についても、独自に検討を進めて参りました。その結果、持株会社体制へ

移行することにより、アルパインも、既存事業領域において、長年培って来たブランドビジネス、音響事業を維持強

化しつつ、アルプス電気の持つ広範な顧客チャネルを活用することにより新規顧客の開拓による事業拡大を加速でき

るとともに、車載ＨＭＩの事業領域において、民生・車載電装部品で実績を積んだアルプス電気の入力デバイス、セ

ンシングデバイス及び通信デバイス技術とアルパインのナビゲーションを核とした出力機器開発技術、ソフトウェア

開発力と商品企画力とを組み合わせ、電子デバイス、ソフトウェア、パッケージングまでがシームレスに一体となっ

た統合ＨＭＩコックピットシステムや各種製品を開発することができるとの結論に至りました。これによって、アル

パインも、車載ＨＭＩシステムインテグレーターとしてアルプスグループ独自の高機能システム製品の創出、提案及

び拡充を行い、新事業領域のビジネス拡大による企業価値向上を実現することが可能であり、ひいてはアルプスグ

ループ全体の企業価値の最大化にも繋がるとの見解でアルプス電気と一致したことから、上記のアルプス電気による

本経営統合の提案を受け、アルパインとしても持株会社体制へ移行することを決定いたしました。

　本経営統合により、アルプス電気及びアルパインは、第４次産業革命の市場革新の環境のなかで電子部品事業と車

載情報機器事業を中核にエレクトロニクスとコミュニケーションで人々の生活に貢献しつづけると共に、売上高１兆

円企業グループに向けた持続的な価値創造型企業集団へと大きく転換して参ります。加えて、さらなるグループガバ

ナンス向上にも努めることにより、グローバル規模での全てのステークホルダーの価値最大化に資することを目指し

て参ります。
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(3）本株式交換の方法、本株式交換に係る割当ての内容、その他の本株式交換契約の内容

①　本株式交換の方法

　アルプス電気を株式交換完全親会社とし、アルパインを株式交換完全子会社とする本株式交換を行い、アルパイ

ンの普通株式（以下「アルパイン普通株式」といいます。）を保有する株主の皆様（ただし、アルプス電気を除き

ます。）に対してアルプス電気の普通株式（以下「アルプス電気普通株式」といいます。）を割当て交付します。

　本株式交換については、アルプス電気においては、会社法第796条第２項の規定に基づく簡易株式交換の手続に

より、株主総会の承認を受けることなく、また、アルパインにおいては、平成30年12月中旬開催予定のアルパイン

の臨時株主総会にて承認を受けた上で、平成31年１月１日を効力発生日（以下「本株式交換効力発生日」といいま

す。）として行うことを予定しております。

　なお、本株式交換の効力発生については、本経営統合を行うにあたり必要な公正取引委員会等の国内外の関係当

局による許認可の取得等が条件となります。

 

②　本株式交換に係る割当ての内容

 
アルプス電気

（株式交換完全親会社）
アルパイン

（株式交換完全子会社）

本株式交換に係る割当ての内容 １ 0.68

本株式交換により交付する株式数 アルプス電気普通株式：27,690,824株（予定）

（アルプス電気は、その保有する自己株式のうち1,900,000株を株式交換によ

る株式の割当てに充当する。）

　（注１）　本株式交換に係る株式の割当比率

アルパイン普通株式１株に対してアルプス電気普通株式0.68株を割当て交付します。ただし、アルプス電気

が所有するアルパイン普通株式（平成29年３月31日現在28,215,417株）については、本株式交換による株式

の割当ては行いません。

なお、上記に記載の本株式交換に係る株式交換比率（以下「本株式交換比率」といいます。）に重大な影響

を与える事由が発生し又は判明した場合は、アルプス電気及びアルパインによる合意の上、本株式交換比率

を変更することがあります。

　（注２）　本株式交換により交付する株式数

アルプス電気は、本株式交換に際して、本株式交換によりアルプス電気がアルパイン普通株式（ただし、ア

ルプス電気が保有するアルパイン普通株式を除きます。）の全てを取得する直前時（以下「基準時」といい

ます。）のアルパインの株主の皆様（ただし、アルプス電気を除きます。）に対し、その保有するアルパイ

ン普通株式に代えて、本株式交換比率に基づいて算出した数のアルプス電気普通株式を交付します。また、

アルプス電気が交付する株式は、新たに発行するアルプス電気普通株式及びアルプス電気が保有する自己株

式にて充当する予定です。

なお、アルパインは、本株式交換効力発生日の前日までに開催するアルパインの取締役会の決議により、ア

ルパインが保有する自己株式（平成29年３月31日現在847,284株）及びアルパインが基準時の直前時までに

保有することとなる自己株式（本株式交換に関する会社法第785条第１項に基づく反対株主の株式買取請求

に応じて取得する株式を含みます。）の全部を、基準時の直前の時点をもって消却することを予定している

ため、実際にアルプス電気が割当て交付する株式数は今後修正される可能性があります。

　（注３）　単元未満株式の取り扱いについて

本株式交換に伴い、単元（100株）未満のアルプス電気普通株式の割当てを受けるアルパインの株主の皆様

につきましては、かかる割当てられた株式を株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいま

す。）その他の金融商品取引所において売却することはできませんが、そのような単元未満株式を保有する

こととなるアルパインの株主の皆様は、アルプス電気の単元未満株式に関する以下の制度をご利用いただく

ことができます。

１．単元未満株式の買取制度（100株未満株式の売却）

会社法第192条第１項の規定に基づき、アルプス電気に対し、保有することとなるアルプス電気の単元

未満株式の買取りを請求することができます。

２．単元未満株式の買増制度（100株への買増し）

会社法第194条第１項及びアルプス電気の定款の規定に基づき、アルプス電気が買増しの請求に係る数

の自己株式を有していない場合を除き、保有することとなるアルプス電気の単元未満株式と合わせて１

単元（100株）となる数の株式をアルプス電気から買い増すことができます。
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　（注４）　１株に満たない端数の処理

本株式交換に伴い、アルプス電気普通株式１株に満たない端数の割当てを受けることとなるアルパインの株

主の皆様に対しては、会社法第234条その他の関連法令の定めに従い、アルプス電気が１株に満たない端数

部分に応じた金額をお支払いし、端数部分の株式は割当てられません。

 

③　本株式交換に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い

　アルプス電気は、アルパインが発行している次の新株予約権のうち、発行要項に定める行使可能期間の最終日又

は本株式交換効力発生日の前日のいずれか早い方の日までに新株予約権者により行使がなされなかったものについ

ては、各新株予約権の内容及び本株式交換比率を踏まえ、基準時における、アルパインの新株予約権原簿に記載又

は記録されている各新株予約権者に対し、その保有する各新株予約権に代わり、アルプス電気の新株予約権を交付

いたします。なお、アルパインにおいて、本株式交換契約承認株主総会までの間に、新たに新株予約権を発行した

場合には、上記の取扱いと同様に、当該新株予約権に代わり、アルプス電気の新株予約権を交付することにつき、

本株式交換契約に規定することを内容とする本株式交換契約の変更契約を締結する可能性があります。当該変更契

約を締結する場合は、速やかにお知らせいたします。

・第１回新株予約権（平成26年６月19日取締役会決議）

・第２回新株予約権（平成27年６月18日取締役会決議）

・第３回新株予約権（平成28年６月22日取締役会決議）

・第４回新株予約権（平成29年６月22日取締役会決議）

　なお、アルパインは新株予約権付社債を発行しておりません。

 

④　剰余金の配当

　各配当基準日の株主名簿に記載又は記録されたアルプス電気及びアルパインの株主又は登録株式質権者の皆様に

つきましては、両社の定時株主総会決議を条件として期末配当を、また両社の取締役会決議を条件として中間配当

を、それぞれ行う予定であります。

 

⑤　その他の本株式交換契約の内容

　アルパインが、アルプス電気との間で、平成29年７月27日付で締結した本株式交換契約の内容は、添付のとおり

であります。

 

(4）本株式交換に係る割当ての内容の算定根拠

①　割当ての内容の根拠及び理由

　アルプス電気及びアルパインは、本株式交換に用いられる上記２．(3)②「本株式交換に係る割当ての内容」に

記載の本株式交換比率の算定に当たって公正性・妥当性を確保するため、それぞれ別個に、両社から独立した第三

者算定機関に株式交換比率の算定を依頼することとし、アルプス電気は野村證券株式会社（以下「野村證券」とい

います。）を、アルパインはＳＭＢＣ日興証券株式会社（以下「ＳＭＢＣ日興証券」といいます。）を、それぞれ

の第三者算定機関として選定いたしました。

　アルプス電気においては、下記④「公正性を担保するための措置」に記載のとおり、第三者算定機関である野村

證券から平成29年７月26日付で受領した株式交換比率に関する算定書及びフェアネス・オピニオン、森・濱田松本

法律事務所からの助言等を踏まえて、慎重に協議・検討した結果、本株式交換比率は妥当であり、株主の皆様の利

益を損ねるものではないとの判断に至ったため、本株式交換比率により本株式交換を行うことが妥当であると判断

いたしました。

　アルパインにおいては、下記④「公正性を担保するための措置」に記載のとおり、第三者算定機関であるＳＭＢ

Ｃ日興証券から平成29年７月26日付で受領した株式交換比率に関する算定書及び意見書（フェアネス・オピニオ

ン）、ＴＭＩ総合法律事務所からの助言、支配株主であるアルプス電気との間で利害関係を有しないメンバーで構

成される第三者委員会（詳細については、下記⑤「利益相反を回避するための措置」に記載のとおりです。）から

平成29年７月26日付で受領した答申書を踏まえて、慎重に協議・検討いたしました。その結果、本株式交換比率

は、下記②ロ「算定の概要」に記載の通り、ＳＭＢＣ日興証券から受領した株式交換比率に関する算定書によれ

ば、ディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法（以下「ＤＣＦ法」といいます。）の評価レンジの範囲内であ

り、また、市場株価法及び類似会社比較法の評価レンジの上限を上回ることから妥当な水準であり、株主の皆様の

利益を損ねるものではないとの判断に至ったため、本株式交換比率により本株式交換を行うことが妥当であると判

断いたしました。

　上記のほか、アルプス電気及びアルパインは、両社それぞれが相手方に対して実施したデュー・ディリジェンス

の結果等を踏まえて、財務の状況、資産の状況、将来の見通し等の要因を総合的に勘案し、株式交換比率について

慎重に交渉・協議を重ねた結果、最終的に本株式交換比率が妥当であり、それぞれの株主の利益に資するとの判断

に至り、本日付の両社の取締役会決議により、本株式交換比率を含む本株式交換契約の締結を決定いたしました。
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　なお、本株式交換比率は、本株式交換契約に従い、算定の基礎となる諸条件に重大な変更が生じた場合等には、

両社間で合意の上、変更されることがあります。

 

②　算定に関する事項

イ　算定機関の名称及び両社との関係

　アルプス電気の算定機関である野村證券及びアルパインの算定機関であるＳＭＢＣ日興証券は、いずれもアル

プス電気及びアルパインから独立しており、アルプス電気及びアルパインの関連当事者には該当せず、本株式交

換に関して記載すべき重要な利害関係はございません。

 

ロ　算定の概要

　野村證券は、アルプス電気については、同社が金融商品取引所に上場しており、市場株価が存在することか

ら、市場株価平均法（算定基準日である平成29年７月25日を基準日として、東京証券取引所市場第一部における

アルプス電気普通株式の平成29年１月26日から算定基準日までの直近６ヶ月間の終値平均値、平成29年４月26日

から算定基準日までの直近３ヶ月間の終値平均値、平成29年６月26日から算定基準日までの直近１ヶ月間の終値

平均値、平成29年７月19日から算定基準日までの直近１週間の終値平均値及び基準日終値を基に分析しておりま

す。）を、またアルプス電気には比較可能な上場類似会社が複数存在し、類似会社比較による株式価値の類推が

可能であることから類似会社比較法を、加えて将来の事業活動の状況を評価に反映するためＤＣＦ法を、それぞ

れ採用し算定を行いました。

　アルパインについては、同社が金融商品取引所に上場しており、市場株価が存在することから、市場株価平均

法（算定基準日である平成29年７月25日を基準日として、東京証券取引所市場第一部におけるアルパイン普通株

式の平成29年１月26日から算定基準日までの直近６ヶ月間の終値平均値、平成29年４月26日から算定基準日まで

の直近３ヶ月間の終値平均値、平成29年６月26日から算定基準日までの直近１ヶ月間の終値平均値、平成29年７

月19日から算定基準日までの直近１週間の終値平均値及び基準日終値を基に分析しております。）を、またアル

パインには比較可能な上場類似会社が複数存在し、類似会社比較による株式価値の類推が可能であることから類

似会社比較法を、加えて将来の事業活動の状況を評価に反映するためＤＣＦ法を、それぞれ採用し算定を行いま

した。

　アルプス電気の１株当たりの株式価値を１とした場合のアルパインの評価レンジは、以下のとおりとなりま

す。

採用手法 株式交換比率の算定結果

市場株価平均法 0.51～0.54

類似会社比較法 0.59～0.66

ＤＣＦ法 0.55～0.78

　野村證券は、上記株式交換比率の算定に際して、両社から提供を受けた情報、一般に公開された情報等を使用

し、それらの資料、情報等が全て正確かつ完全なものであることを前提としており、独自にそれらの正確性及び

完全性の検証を行っておりません。また、両社及びその関係会社の資産又は負債（偶発債務を含みます。）につ

いて、個別の資産及び負債の分析及び評価を含め、独自に評価、鑑定又は査定を行っておらず、第三者機関への

鑑定又は査定の依頼も行っておりません。野村證券の株式交換比率の算定は、算定基準日現在までの情報及び経

済条件を反映したものであり、また、両社の各々の財務予測（利益計画その他の情報を含みます。）について

は、両社の経営陣により現時点で得られる最善の予測及び判断に基づき合理的に検討又は作成されたことを前提

としております。

　なお、野村證券がＤＣＦ法による算定の前提としたアルプス電気より受領したアルプス電気の利益計画には、

大幅な増減益が見込まれている事業年度はありません。一方、野村證券がＤＣＦ法による算定の前提としたアル

プス電気より受領したアルパインの利益計画には、大幅な増減益を見込んでいる事業年度が含まれています。具

体的には、平成31年３月期において、自動車メーカー向けを中心としてカーナビゲーションや車載ディスプレイ

製品の受注が堅調に推移し売上高が増加するとともに、開発投資効率向上による利益率改善の更なる進展等が見

込まれることにより、対前年度比較で、営業利益において約38.5％の大幅な増益となることを見込んでおりま

す。また、平成32年３月期において、自動車メーカー向けを中心としてカーナビゲーションの受注が堅調に推移

し売上高が増加するとともに、原価改善を中心とした利益率改善の更なる進展等が見込まれることにより、対前

年度比較で、営業利益において約33.3％の大幅な増益となることを見込んでおります。なお、当該財務予測は、

本株式交換の実施を前提としておりません。

　また、野村證券は、下記④「公正性を担保するための措置」に記載のとおり、アルプス電気の取締役会からの

依頼に基づき、平成29年７月26日付にて、上記の前提条件その他一定の前提条件のもとに、本株式交換における

株式交換比率が、アルプス電気にとって財務的見地から妥当である旨の意見書（フェアネス・オピニオン）をア

ルプス電気に提出しております。
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　他方、ＳＭＢＣ日興証券は、アルプス電気及びアルパインが金融商品取引所に上場しており、市場株価が存在

することから市場株価法を、両社と比較的類似する事業を手がける上場会社が複数存在し、類似会社比較による

株式価値の類推が可能であることから類似会社比較法を、両社の将来の事業活動の状況に基づく本源的価値を評

価するためＤＣＦ法を採用して算定を行いました。各評価手法によるアルプス電気普通株式１株当たりの株式価

値を１とした場合の評価レンジは、以下の通りです。

採用手法 株式交換比率の算定結果

市場株価法 0.51～0.53

類似会社比較法 0.46～0.62

ＤＣＦ法 0.50～0.85

　市場株価法では、アルプス電気については、平成29年７月25日を算定基準日として、東京証券取引所市場第一

部における算定基準日までの１ヶ月間、３ヶ月間、及び６ヶ月間の各期間の終値の単純平均値を用いて、アルパ

インについては、平成29年７月25日を算定基準日として、東京証券取引所市場第一部における算定基準日までの

１ヶ月間、３ヶ月間、及び６ヶ月間の各期間の終値の単純平均値を用いて評価を行い、それらの結果を基に株式

交換比率のレンジを0.51～0.53として算定しております。

　類似会社比較法では、アルプス電気については、アルプス電気と類似性があると想定される類似上場会社とし

て、株式会社村田製作所、日東電工株式会社、ＴＤＫ株式会社、ミネベアミツミ株式会社、太陽誘電株式会社、

及び日本航空電子工業株式会社を選定し、アルパインについては、アルパインと類似性があると想定される類似

上場会社として、クラリオン株式会社、パイオニア株式会社、及び株式会社ＪＶＣケンウッドを選定した上で、

企業価値に対するEBITDAの倍率を用いて評価を行い、それらの結果を基に株式交換比率のレンジを0.46～0.62と

して算定しております。

　ＤＣＦ法では、アルプス電気については、アルプス電気が作成した財務予測に基づく将来フリー・キャッ

シュ・フローを一定の割引率で現在価値に割り引くことによって企業価値を評価しております。ＤＣＦ法におけ

る継続価値の算定については永久成長率法及びマルチプル（倍率）法を用いて算出しております。なお、割引率

は、8.30％～9.30％を使用しております。また、永久成長率は、０％を使用し、マルチプル法ではEBITDAマルチ

プルとして6.4倍～7.4倍を使用しております。また、アルパインについては、アルパインが作成した財務予測に

基づく将来フリー・キャッシュ・フローを一定の割引率で現在価値に割り引くことによって企業価値を評価して

おります。ＤＣＦ法における継続価値の算定については永久成長率法及びマルチプル（倍率）法を用いて算出し

ております。なお、割引率は、7.71％～8.71％を使用しております。また、永久成長率は、０％を使用し、マル

チプル法ではEBITDAマルチプルとして3.6倍～4.6倍を使用しております。それらの結果を基に株式交換比率のレ

ンジを0.50～0.85として算定しております。

　なお、ＳＭＢＣ日興証券がＤＣＦ法による算定の基礎としたアルプス電気の財務予測には大幅な増減益は見込

まれておりませんが、アルパインの財務予測においては、平成31年３月期において大幅な増益が見込まれており

ます。これは主として自動車メーカー向けを中心としてカーナビゲーションや車載ディスプレイ製品の受注が堅

調に推移し売上高が増加するとともに、開発投資効率向上による利益率改善の更なる進展等が見込まれることの

結果であり、平成31年３月期において平成30年３月期の営業利益を約38.5％上回ることが見込まれております。

加えて、平成32年３月期において大幅な増益が見込まれております。これは主として自動車メーカー向けを中心

としてカーナビゲーションの受注が堅調に推移し売上高が増加するとともに、原価改善を中心とした利益率改善

の更なる進展等が見込まれることの結果であり、平成32年３月期において平成31年３月期の営業利益を約33.3％

上回ることが見込まれております。また、両社の当該財務予測は、本株式交換の実施を前提としておりません。

　また、ＳＭＢＣ日興証券は、下記④「公正性を担保するための措置」に記載のとおり、アルパインの取締役会

からの依頼に基づき、平成29年７月26日付にて、上記の前提条件その他一定の前提条件のもとに、本株式交換に

おける株式交換比率が、アルパインの支配株主等（東京証券取引所の有価証券上場規程第441条の２及び有価証

券上場規程施行規則第436条の３に定める「支配株主その他施行規則で定める者」をいいます。以下「本件支配

株主等」といいます。）を除くアルパイン普通株式を有する株主にとって財務的見地から公正である旨の意見書

（フェアネス・オピニオン）をアルパインに提出しております。

 

③　上場廃止となる見込み及びその事由

　本株式交換により、本株式交換効力発生日（平成31年１月１日予定）をもって、アルパインはアルプス電気の完

全子会社となり、アルパイン普通株式は東京証券取引所市場第一部の上場廃止基準に従い、平成30年12月26日付で

上場廃止となる予定です。

　上場廃止後は、アルパイン普通株式を東京証券取引所において取引することができなくなりますが、本株式交換

によりアルパインの株主の皆様に割当てられるアルプス電気普通株式は東京証券取引所市場第一部に上場されてお

り、本株式交換効力発生日以後も、金融商品取引市場での取引が可能です。

　したがって、本株式交換によりアルプス電気普通株式の単元株式数である100株以上のアルプス電気普通株式の

割当てを受けるアルパインの株主の皆様に対しては、株式の保有数に応じて一部単元未満の普通株式の割当てを受
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ける可能性はあるものの、１単元以上の株式について引き続き東京証券取引所市場第一部において取引が可能であ

り、アルプス電気普通株式の流動性を提供できるものと考えております。

　他方、100株未満のアルプス電気普通株式の割当てを受けるアルパインの株主の皆様においては、本株式交換に

よりアルプス電気の単元未満株主となります。単元未満株式については金融商品取引所において売却することはで

きませんが、該当する株主の皆様のご希望により、アルプス電気における単元未満株式の買取制度又は単元未満株

式の買増制度をご利用いただくことが可能です。かかる取扱いの詳細については、上記２．(3)②（注３）「単元

未満株式の取り扱いについて」をご参照ください。また、本株式交換に伴い１株に満たない端数が生じた場合にお

ける取り扱いの詳細については、上記２．(3)②（注４）「１株に満たない端数の処理」をご参照ください。

　なお、アルパインの株主の皆様は、最終売買日である平成30年12月25日（予定）までは、東京証券取引所市場第

一部において、その保有するアルパイン普通株式を従来どおり取引することができるほか、基準時まで会社法その

他関係法令に定める適法な権利を行使することができます。

 

④　公正性を担保するための措置

　アルプス電気及びアルパインは、アルプス電気が、既にアルパイン普通株式28,215,417株（平成29年３月31日現

在の発行済株式総数69,784,501株に占める割合にして40.43％（小数点以下第三位を四捨五入。以下、保有割合の

計算において同じです。））を保有しており、アルパインがアルプス電気の連結子会社に該当することから、本株

式交換における株式交換比率の公正性を担保する必要があると判断し、以下の措置を実施しております。

イ　第三者算定機関からの算定書及びフェアネス・オピニオンの取得

　アルプス電気は、本株式交換における株式交換比率の公正性・妥当性を確保するため、第三者算定機関である

野村證券から本株式交換にかかる株式交換比率算定書の提出を受け、また、平成29年７月26日付で、同社の意見

表明書に記載された要因及び前提条件のもと、本株式交換における株式交換比率がアルプス電気にとって当該日

付現在において財務的見地から公正である旨の意見書（フェアネス・オピニオン）を取得しております。

　アルパインは、本株式交換における株式交換比率の公正性・妥当性を確保するため、第三者算定機関であるＳ

ＭＢＣ日興証券から本株式交換にかかる株式交換比率算定書の提出を受け、また、平成29年７月26日付で、同社

の意見表明書に記載された要因及び前提条件のもと、本株式交換における株式交換比率が本件支配株主等を除く

アルパイン普通株式を有する株主にとって当該日付現在において財務的見地から公正である旨の意見書（フェア

ネス・オピニオン）を取得しております。

 

ロ　独立した法律事務所からの助言

　アルプス電気は、本経営統合の法務アドバイザーとして、森・濱田松本法律事務所を選任し、本経営統合の諸

手続及び取締役会の意思決定の方法・過程等について法的な観点から助言を受けております。

　アルパインは、本経営統合の法務アドバイザーとして、ＴＭＩ総合法律事務所を選任し、本経営統合の諸手続

及び取締役会の意思決定の方法・過程等について法的な観点から助言を受けております。

　なお、森・濱田松本法律事務所及びＴＭＩ総合法律事務所は、いずれもアルプス電気及びアルパインから独立

しており、アルプス電気及びアルパインとの間に重要な利害関係を有しません。

 

⑤　利益相反を回避するための措置

　アルプス電気が、既にアルパイン普通株式28,215,417株（平成29年３月31日現在の発行済株式総数69,784,501株

に占める割合にして40.43％）を保有している支配株主であることから、利益相反を回避するため、以下の措置を

実施しております。

イ　アルパインにおける、利害関係を有しない第三者委員会からの答申書の取得

　アルパインの取締役会は、平成29年３月31日、本株式交換における利益相反を解消し、本株式交換の公正性及

び透明性を確保するため、アルパインの監査等委員かつ社外取締役であり東京証券取引所に独立役員として届け

出ている小島秀雄氏並びにアルプス電気及びアルパインと利害関係を有しない外部の有識者である弁護士　寺垣

俊介氏（弁護士法人ネクスパート法律事務所）及び公認会計士　中澤敏和氏（株式会社ブレストパートナーズ）

の３名により構成される第三者委員会（以下「第三者委員会」といいます。）を設置し、本株式交換を検討する

に当たって、第三者委員会に対し、(a)本株式交換の目的が合理的であるか（本株式交換がアルパインの企業価

値向上に資するかを含みます。）、(b)本株式交換の条件（株式交換比率を含みます。）の公正性が確保されて

いるか、(c)本株式交換において公正な手続を通じてアルパインの少数株主の利益に対する配慮がなされている

か、(d)(a)から(c)を踏まえ、本株式交換を行うとの決議をアルパインの取締役会が行うことがアルパインの少

数株主にとって不利益なものではないかについて、諮問いたしました。

　第三者委員会は、平成29年３月31日から平成29年７月26日までに、会合を合計７回開催したほか、情報収集を

行い、必要に応じて随時協議を行う等して、上記諮問事項に関し、慎重に検討を行いました。第三者委員会は、

かかる検討にあたり、アルパインから、本株式交換の目的、本株式交換に至る背景、アルパイン及びアルプス電

気の本株式交換についての考え方、本株式交換の条件及びその決定プロセス等についての説明を受け、また、Ｓ

ＭＢＣ日興証券から本株式交換における株式交換比率の評価に関する説明を受けております。また、アルパイン

の法務アドバイザーであるＴＭＩ総合法律事務所から、本株式交換に係るアルパインの取締役会の意思決定の方
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法及びその過程等に関する説明を受けております。第三者委員会は、かかる経緯の下、これらの説明、算定結果

その他の検討資料を前提として、本株式交換を行うとの決議をアルパインの取締役会が行うことはアルパインの

少数株主にとって不利益なものではないと認められる旨の答申書を、平成29年７月26日付で、アルパインの取締

役会に提出しております。

 

ロ　アルパインにおける、利害関係を有しない取締役全員の承認

　本日開催のアルパインの取締役会では、片岡政隆氏及び井上伸二氏を除く全ての取締役（13名（監査等委員で

ある取締役４名を含みます。））の全員一致で、本株式交換に関する決議を行いました。

　なお、監査等委員でない取締役である片岡政隆氏はアルプス電気の取締役を兼務しており、また、監査等委員

でない取締役である井上伸二氏は、本株式交換に関する検討が始まった時期の前事業年度においてアルプス電気

の取締役であったことから、本株式交換に関し利害が相反し又は相反するおそれがあるため、いずれも、アルパ

インの取締役会における本株式交換に関する審議及び決議には参加しておらず、アルパインの立場において本株

式交換に関するアルプス電気との協議・交渉に参加しておりません。

 

(5）本株式交換の後の株式交換完全親会社となる会社の商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の額、純資産の

額、総資産の額及び事業の内容

商号 アルプス電気株式会社

本店の所在地 東京都大田区雪谷大塚町１番７号

代表者の氏名 代表取締役社長　　栗山　年弘

資本金の額 38,730百万円

純資産の額 現時点では確定しておりません。

総資産の額 現時点では確定しておりません。

事業の内容

車載情報機器事業

電子部品事業

物流事業

 

以　上
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添付

 

株式交換契約書

 

　アルプス電気株式会社（以下「甲」という。）及びアルパイン株式会社（以下「乙」という。）は、2017年７月27日

（以下「本締結日」という。）付で、以下のとおり株式交換契約（以下「本契約」という。）を締結する。

 

第１条（本株式交換）

　甲及び乙は、本契約の規定に従い、甲を株式交換完全親会社、乙を株式交換完全子会社とする株式交換（以下「本株式

交換」という。）を行い、甲は乙の発行済株式（但し、甲が保有する乙の株式を除く。以下同じ。）の全部を取得する。

 

第２条（株式交換完全親会社及び株式交換完全子会社の商号及び住所）

　甲（株式交換完全親会社）及び乙（株式交換完全子会社）の商号及び住所は、以下のとおりである。

(1）甲（株式交換完全親会社）

商号：アルプス電気株式会社

住所：東京都大田区雪谷大塚町１番７号

(2）乙（株式交換完全子会社）

商号：アルパイン株式会社

住所：東京都品川区西五反田一丁目１番８号（但し、2017年８月18日付で東京都大田区雪谷大塚町１番７号に移転

予定。）

 

第３条（本株式交換に際して交付する株式及びその割当て）

１．甲は、本株式交換に際し、本株式交換により甲が乙の発行済株式の全部を取得する時点の直前時（以下「基準時」

という。）の乙の株主（但し、第９条に基づく乙の自己株式の消却後の株主をいうものとし、甲を除く。以下「本割

当対象株主」という。）に対し、その所有する乙の普通株式に代わり、当該所有する乙の普通株式の数の合計に0.68

を乗じた数の甲の普通株式を交付する。

２．前項の規定により交付される乙の普通株式の割当てについては、本割当対象株主に対し、その所有する乙の普通株

式１株につき、甲の普通株式0.68株の割合（以下「本株式交換比率」という。）をもって、割り当てる。

３．前二項の規定に従い甲が本割当対象株主に対して交付する甲の普通株式の数に１株に満たない端数があるときは、

甲は、会社法第234条その他関係法令の規定に従い処理する。

 

第４条（甲の資本金及び準備金の額に関する事項）

　本株式交換により増加する甲の資本金及び準備金の額は、次のとおりとする。

(1）資本金　　　　金０円

(2）資本準備金　　会社計算規則第39条に従い甲が別途定める額

(3）利益準備金　　金０円

 

第５条（本株式交換に際して交付する新株予約権及びその割当て）

１．甲は、本株式交換に際して、基準時において乙が発行している以下の表の第１欄記載の①から④までに掲げる各新

株予約権の新株予約権者に対し、その所有する当該新株予約権に代わる新株予約権として、それぞれ、基準時におけ

る当該新株予約権の総数と同数の同表第２欄の①から④までに掲げる甲の新株予約権を交付する。

 第１欄 第２欄

 名称 内容 名称 内容

①
アルパイン株式会社第１回新株

予約権
別紙１－１記載

アルプス電気株式会社第５回新

株予約権
別紙１－２記載

②
アルパイン株式会社第２回新株

予約権
別紙２－１記載

アルプス電気株式会社第６回新

株予約権
別紙２－２記載

③
アルパイン株式会社第３回新株

予約権
別紙３－１記載

アルプス電気株式会社第７回新

株予約権
別紙３－２記載

④
アルパイン株式会社第４回新株

予約権
別紙４－１記載

アルプス電気株式会社第８回新

株予約権
別紙４－２記載
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２．前項の規定により交付される新株予約権の割当てについては、基準時において乙が発行している前項の表の第１欄

の①から④までに掲げる各新株予約権の新株予約権者に対し、その所有する当該新株予約権１個につき、それぞれ同

表第２欄の①から④までに掲げる甲の新株予約権１個を割り当てる。

 

第６条（本効力発生日）

　本株式交換が効力を生ずる日（以下「本効力発生日」という。）は、2019年１月１日とする。但し、本株式交換の手続

の進行上の必要性その他の事由により必要な場合には、甲及び乙は協議し合意の上、これを変更することができる。

 

第７条（株主総会の承認）

１．甲は、会社法第796条第２項本文の規定により、本契約につき会社法第795条第１項に定める株主総会の承認を得な

いで本株式交換を行う。但し、会社法第796条第３項の規定により、本契約について甲の株主総会による承認が必要

となった場合、甲は、本効力発生日の前日までに、本契約につき株主総会の承認を求める。

２．乙は、本効力発生日の前日までに臨時株主総会を開催し、当該臨時株主総会において、本契約につき会社法第783

条第１項に定める株主総会の承認を求める。

３．本株式交換の手続の進行上の必要性その他の事由により必要な場合には、甲及び乙は協議し合意の上、前二項に定

める手続を変更することができる。

 

第８条（善管注意義務等）

１．甲及び乙は、本締結日から本効力発生日までの間、善良なる管理者の注意をもって業務執行並びに財産管理及び運

営を行うものとし、かつ、それぞれの子会社をして善良なる管理者の注意をもって自らの業務の遂行並びに財産の管

理及び運営を行わせる。

２．甲及び乙は、本締結日から本効力発生日までの間、本契約において別途定める場合を除き、自ら又はその子会社を

して、その財産若しくは権利義務について重大な影響を及ぼす行為又は本株式交換の実行若しくは本株式交換比率に

重大な影響を及ぼす行為を行い又は行わせる場合には、事前に甲乙で協議し合意の上、これを行う。

３．甲及び乙は、本締結日から本効力発生日までの間に、本契約に別途定めるものを除き、その財産若しくは権利義務

について重大な影響を及ぼすおそれのある事象その他本株式交換の実行に重大な影響を及ぼすおそれのある事象が発

生又は判明した場合には、相手方に対して速やかにその旨及び当該事象の内容を通知する。

 

第９条（乙の自己株式の消却）

　乙は、乙が基準時において保有する自己株式の全て（本株式交換に際して行使される会社法第785条第１項に定める反

対株主の株式買取請求に係る株式の買取りによって取得する自己株式を含む。）を、本効力発生日の前日までに開催する

乙の取締役会決議により、基準時をもって消却する。

 

第10条（その他の組織再編）

　甲及び乙は、本締結日以降、甲及び甲の完全子会社として設立する予定のアルプスＨＤ株式会社（以下「丙」とい

う。）の間で、甲を吸収分割会社、丙を吸収分割承継会社とし、甲のグループ経営管理事業及び資産管理事業を除く事業

に関して有する権利義務を丙に承継する吸収分割（以下「本吸収分割」という。）に係る吸収分割契約（以下「本吸収分

割契約」という。）が締結される予定であり、2018年６月下旬に開催予定の甲の定時株主総会において本吸収分割契約に

ついて承認が得られること及び本吸収分割契約に定める本吸収分割の効力発生日の前日までに丙の株主総会において本吸

収分割契約について承認が得られることを条件として、2019年４月１日を効力発生日として本吸収分割が行われる予定で

あることを確認する。

 

第11条（本契約の変更等）

　甲及び乙は、本締結日から本効力発生日までの間において、相手方の財産状態又は経営状態に重要な変動が発生又は判

明した場合、本株式交換の実行に重大な支障をきたす事態が発生又は判明した場合、その他本契約の目的の達成が著しく

困難となった場合は、甲及び乙で協議の上、本契約を解除することができ、また、甲及び乙の合意により、本株式交換の

条件その他の本契約の内容を変更することができる。
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第12条（本契約の効力）

　本契約は、(ⅰ)甲において、会社法施行規則第197条に定める数の株式を有する株主により会社法第796条第３項に定め

る通知がなされた場合に本効力発生日の前日までに第７条第１項但書に定める株主総会の承認が得られなかったとき、

(ⅱ)乙において、本効力発生日の前日までに第７条第２項に定める株主総会の承認が得られなかったとき、(ⅲ)国内外の

法令等に定める本株式交換を実行するために本効力発生日に先立って取得することが必要な関係官庁等の承認等（関係官

庁等に対する届出の効力の発生等を含む。）が得られなかったとき、又は(ⅳ)前条に従い本契約が解除されたときは、そ

の効力を失う。

 

第13条（準拠法及び管轄）

１．本契約は、日本法に準拠し、日本法に従って解釈される。

２．本契約に関して甲及び乙の間に生じる一切の紛争については、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所と

する。

 

第14条（誠実協議）

　本契約に定めのない事項及び解釈に疑義が生じた事項については、本契約の趣旨に従い、甲及び乙が誠実に協議の上、

解決する。

 

　本契約締結の証として本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有する。

 

2017年７月27日

 

東京都大田区雪谷大塚町１番７号

甲　　アルプス電気株式会社

代表取締役社長　　栗山　年弘

 

東京都品川区西五反田一丁目１番８号

乙　　アルパイン株式会社

代表取締役社長　　米谷　信彦
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別紙１－１

 

アルパイン株式会社第１回新株予約権

 

１．新株予約権の名称

アルパイン株式会社　第１回新株予約権

 

２．新株予約権の目的である株式の種類及び数

　新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数（以下、「付与株式

数」という。）は100株とする。

　なお、下記12．に定める新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）後、当社が当社普通株式につき、

株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合、次

の算式により付与株式数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されてい

ない新株予約権の目的である株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨て

るものとする。

 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率

 

　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときは、その効力発生

日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備

金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終

結の日以前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以降こ

れを適用する。

　また、上記の他、割当日後、当社が合併、会社分割又は株式交換を行う場合及びその他これらの場合に準じて付与株

式数の調整を必要とする場合、当社は、当社取締役会において必要と認める付与株式数の調整を行うことができる。

 

３．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使することにより交付を受けることが

できる株式１株あたりの行使価額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とする。

 

４．新株予約権の払込金額の算定方法

　各新株予約権の払込金額は、割当日においてブラック・ショールズ・モデルに基づき算出した金額とする。なお、当

該価額は、新株予約権の公正価額であり、会社法第246条第２項の規定に基づき、割当てを受ける者が当社に対して有

する報酬債権と新株予約権の払込金額の債務とを相殺するものとする。

 

５．新株予約権を行使することができる期間

　平成26年８月６日から平成66年８月５日までとする。

 

６．新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日から10日間以内（10日目が休日に当たる場合には翌営業

日）に限り、新株予約権を行使することができる。

②　上記①にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計

画承認の議案、当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案につき、当社株主総会で承

認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社取締役会決議がなされた場合）、当該承認日の翌日から30日間

に限り新株予約権を行使できるものとする。ただし、下記10．に定める組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項に従って新株予約権者に再編対象会社の新株予約権が交付される場合を除くものとする。

③　新株予約権者は、割り当てられた新株予約権の割当個数の全部を一括して行使するものとする。

④　新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使できるものとする。

⑤　その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

 

７．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

①　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則に従い算出される資本

金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合は、これを切り上げるものとす

る。
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②　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金等増加限度

額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

 

８．新株予約権の取得条項

　当社は、以下の①、②、③、④又は⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、

当社取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会が別途定める日に、新株予約権を無償で取得することができる。

①　当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

②　当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案

③　当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案

④　当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することについての定

めを設ける定款の変更承認の議案

⑤　新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当社の承認を要するこ

と又は当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについての定めを設ける定

款の変更承認の議案

 

９．譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものとする。

 

10．組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

　当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分割会社とな

る場合に限る。）、株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）（以上を総称して以

下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力

を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新設分

割につき新設分割設立株式会社成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる日、及び株式移転につき株式移

転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の直前において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」と

いう。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げ

る株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以下の各号に

沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式

交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とする。

①　交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

②　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記２．に準じて決定する。

④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後行使価額に上記③に従って

決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額

は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株当たり１円

とする。

⑤　新株予約権を行使することができる期間

上記５．に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅

い日から、上記５．に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

⑥　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記７．に準じて決定する。

⑦　譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。

⑧　新株予約権の行使の条件

上記６．に準じて決定する。

⑨　新株予約権の取得条項

上記８．に準じて決定する。
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11．新株予約権を行使した際に生ずる１株に満たない端数の取決め

　新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てるも

のとする。

 

12．新株予約権を割り当てる日

平成26年８月５日

 

13．新株予約権の行使後の取扱い

　当社は、行使手続終了後速やかに、新株予約権者が予め当社の指定する金融商品取引業者等に開設した新株予約権者

名義の口座へ、新株予約権の行使により新株予約権者が取得する株式について記載又は記録をするために必要な手続を

行なう。

 

14．本要項の規定の読み替えその他の措置に伴う取扱い

　本要項の規定の読み替えその他の措置が必要となるときは、会社法その他の法令の規定及び新株予約権の趣旨に従

い、これに関連する事項の取扱いについて、当社が適切と考える方法により、本要項を変更できるものとし、かかる変

更は本要項と一体をなすものとする。

 

15．発行要項の公示

　当社は、その本店に新株予約権の発行要項の謄本を備え置き、その営業時間中、新株予約権者の閲覧に供するものと

する。

 

16．その他

　新株予約権の発行及び割当てに関する細目の決定、並びに新株予約権の発行に必要な諸手続の履行等、新株予約権の

発行のために必要な事務については、当社人事部門に一任する。

 

以　上
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別紙１－２

 

アルプス電気株式会社第５回新株予約権

 

１．新株予約権の名称

アルプス電気株式会社　第５回新株予約権

 

２．新株予約権の目的である株式の種類及び数

　新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数（以下、「付与株式

数」という。）は68株とする。

　なお、下記12．に定める新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）後、当社が当社普通株式につき、

株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合、次

の算式により付与株式数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されてい

ない新株予約権の目的である株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨て

るものとする。

 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率

 

　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときは、その効力発生

日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備

金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終

結の日以前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以降こ

れを適用する。

　また、上記の他、割当日後、当社が合併、会社分割又は株式交換を行う場合及びその他これらの場合に準じて付与株

式数の調整を必要とする場合、当社は、当社取締役会において必要と認める付与株式数の調整を行うことができる。

 

３．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使することにより交付を受けることが

できる株式１株あたりの行使価額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とする。

 

４．新株予約権の払込金額の算定方法

　金銭の払込みを要しない。

 

５．新株予約権を行使することができる期間

　平成31年１月１日から平成66年８月５日までとする。

 

６．新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者は、アルパイン株式会社の取締役（非業務執行取締役、監査等委員である取締役を除く。）の地位を

喪失した日の翌日から10日間以内（10日目が休日に当たる場合には翌営業日）に限り、新株予約権を行使すること

ができる。

②　上記①にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計

画承認の議案、当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案につき、当社株主総会で承

認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社取締役会決議がなされた場合）、当該承認日の翌日から30日間

に限り新株予約権を行使できるものとする。ただし、下記10．に定める組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項に従って新株予約権者に再編対象会社の新株予約権が交付される場合を除くものとする。

③　新株予約権者は、割り当てられた新株予約権の割当個数の全部を一括して行使するものとする。

④　新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使できるものとする。

⑤　その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

 

７．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

①　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則に従い算出される資本

金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合は、これを切り上げるものとす

る。
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②　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金等増加限度

額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

 

８．新株予約権の取得条項

　当社は、以下の①、②、③、④又は⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、

当社取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会が別途定める日に、新株予約権を無償で取得することができる。

①　当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

②　当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案

③　当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案

④　当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することについての定

めを設ける定款の変更承認の議案

⑤　新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当社の承認を要するこ

と又は当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについての定めを設ける定

款の変更承認の議案

 

９．譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものとする。

 

10．組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

　当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分割会社とな

る場合に限る。）、株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）（以上を総称して以

下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力

を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新設分

割につき新設分割設立株式会社成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる日、及び株式移転につき株式移

転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の直前において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」と

いう。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げ

る株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以下の各号に

沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式

交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とする。

①　交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

②　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記２．に準じて決定する。

④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後行使価額に上記③に従って

決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額

は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株当たり１円

とする。

⑤　新株予約権を行使することができる期間

上記５．に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅

い日から、上記５．に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

⑥　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記７．に準じて決定する。

⑦　譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。

⑧　新株予約権の行使の条件

上記６．に準じて決定する。

⑨　新株予約権の取得条項

上記８．に準じて決定する。
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11．新株予約権を行使した際に生ずる１株に満たない端数の取決め

　新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てるも

のとする。

 

12．新株予約権を割り当てる日

平成31年１月１日

 

13．新株予約権の行使後の取扱い

　当社は、行使手続終了後速やかに、新株予約権者が予め当社の指定する金融商品取引業者等に開設した新株予約権者

名義の口座へ、新株予約権の行使により新株予約権者が取得する株式について記載又は記録をするために必要な手続を

行なう。

 

14．本要項の規定の読み替えその他の措置に伴う取扱い

　本要項の規定の読み替えその他の措置が必要となるときは、会社法その他の法令の規定及び新株予約権の趣旨に従

い、これに関連する事項の取扱いについて、当社が適切と考える方法により、本要項を変更できるものとし、かかる変

更は本要項と一体をなすものとする。

 

15．発行要項の公示

　当社は、その本店に新株予約権の発行要項の謄本を備え置き、その営業時間中、新株予約権者の閲覧に供するものと

する。

 

16．その他

　新株予約権の発行及び割当てに関する細目の決定、並びに新株予約権の発行に必要な諸手続の履行等、新株予約権の

発行のために必要な事務については、当社人事部門又はその他の所管部門に一任する。

 

以　上
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別紙２－１

 

アルパイン株式会社第２回新株予約権

 

１．新株予約権の名称

アルパイン株式会社　第２回新株予約権

 

２．新株予約権の目的である株式の種類及び数

　新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数（以下、「付与株式

数」という。）は100株とする。

　なお、下記12．に定める新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）後、当社が当社普通株式につき、

株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合、次

の算式により付与株式数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されてい

ない新株予約権の目的である株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨て

るものとする。

 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率

 

　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときは、その効力発生

日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備

金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終

結の日以前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以降こ

れを適用する。

　また、上記の他、割当日後、当社が合併、会社分割又は株式交換を行う場合及びその他これらの場合に準じて付与株

式数の調整を必要とする場合、当社は、当社取締役会において必要と認める付与株式数の調整を行うことができる。

 

３．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使することにより交付を受けることが

できる株式１株あたりの行使価額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とする。

 

４．新株予約権の払込金額の算定方法

　各新株予約権の払込金額は、割当日においてブラック・ショールズ・モデルに基づき算出した金額とする。なお、当

該価額は、新株予約権の公正価額であり、会社法第246条第２項の規定に基づき、割当てを受ける者が当社に対して有

する報酬債権と新株予約権の払込金額の債務とを相殺するものとする。

 

５．新株予約権を行使することができる期間

　平成27年８月５日から平成67年８月４日までとする。

 

６．新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日から10日間以内（10日目が休日に当たる場合には翌営業

日）に限り、新株予約権を行使することができる。

②　上記①にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計

画承認の議案、当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案につき、当社株主総会で承

認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社取締役会決議がなされた場合）、当該承認日の翌日から30日間

に限り新株予約権を行使できるものとする。ただし、下記10．に定める組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項に従って新株予約権者に再編対象会社の新株予約権が交付される場合を除くものとする。

③　新株予約権者は、割り当てられた新株予約権の割当個数の全部を一括して行使するものとする。

④　新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使できるものとする。

⑤　その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

 

７．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

①　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則に従い算出される資本

金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合は、これを切り上げるものとす

る。
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②　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金等増加限度

額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

 

８．新株予約権の取得条項

　当社は、以下の①、②、③、④又は⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、

当社取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会が別途定める日に、新株予約権を無償で取得することができる。

①　当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

②　当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案

③　当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案

④　当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することについての定

めを設ける定款の変更承認の議案

⑤　新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当社の承認を要するこ

と又は当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについての定めを設ける定

款の変更承認の議案

 

９．譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものとする。

 

10．組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

　当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分割会社とな

る場合に限る。）、株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）（以上を総称して以

下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力

を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新設分

割につき新設分割設立株式会社成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる日、及び株式移転につき株式移

転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の直前において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」と

いう。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げ

る株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以下の各号に

沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式

交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とする。

①　交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

②　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記２．に準じて決定する。

④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後行使価額に上記③に従って

決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額

は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株当たり１円

とする。

⑤　新株予約権を行使することができる期間

上記５．に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅

い日から、上記５．に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

⑥　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記７．に準じて決定する。

⑦　譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。

⑧　新株予約権の行使の条件

上記６．に準じて決定する。

⑨　新株予約権の取得条項

上記８．に準じて決定する。
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11．新株予約権を行使した際に生ずる１株に満たない端数の取決め

　新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てるも

のとする。

 

12．新株予約権を割り当てる日

平成27年８月４日

 

13．新株予約権の行使後の取扱い

　当社は、行使手続終了後速やかに、新株予約権者が予め当社の指定する金融商品取引業者等に開設した新株予約権者

名義の口座へ、新株予約権の行使により新株予約権者が取得する株式について記載又は記録をするために必要な手続を

行なう。

 

14．本要項の規定の読み替えその他の措置に伴う取扱い

　本要項の規定の読み替えその他の措置が必要となるときは、会社法その他の法令の規定及び新株予約権の趣旨に従

い、これに関連する事項の取扱いについて、当社が適切と考える方法により、本要項を変更できるものとし、かかる変

更は本要項と一体をなすものとする。

 

15．発行要項の公示

　当社は、その本店に新株予約権の発行要項の謄本を備え置き、その営業時間中、新株予約権者の閲覧に供するものと

する。

 

16．その他

　新株予約権の発行及び割当てに関する細目の決定、並びに新株予約権の発行に必要な諸手続の履行等、新株予約権の

発行のために必要な事務については、当社人事部門に一任する。

 

以　上
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別紙２－２

 

アルプス電気株式会社第６回新株予約権

 

１．新株予約権の名称

アルプス電気株式会社　第６回新株予約権

 

２．新株予約権の目的である株式の種類及び数

　新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数（以下、「付与株式

数」という。）は68株とする。

　なお、下記12．に定める新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）後、当社が当社普通株式につき、

株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合、次

の算式により付与株式数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されてい

ない新株予約権の目的である株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨て

るものとする。

 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率

 

　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときは、その効力発生

日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備

金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終

結の日以前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以降こ

れを適用する。

　また、上記の他、割当日後、当社が合併、会社分割又は株式交換を行う場合及びその他これらの場合に準じて付与株

式数の調整を必要とする場合、当社は、当社取締役会において必要と認める付与株式数の調整を行うことができる。

 

３．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使することにより交付を受けることが

できる株式１株あたりの行使価額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とする。

 

４．新株予約権の払込金額の算定方法

　金銭の払込みを要しない。

 

５．新株予約権を行使することができる期間

　平成31年１月１日から平成67年８月４日までとする。

 

６．新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者は、アルパイン株式会社の取締役（非業務執行取締役、監査等委員である取締役を除く。）の地位を

喪失した日の翌日から10日間以内（10日目が休日に当たる場合には翌営業日）に限り、新株予約権を行使すること

ができる。

②　上記①にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計

画承認の議案、当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案につき、当社株主総会で承

認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社取締役会決議がなされた場合）、当該承認日の翌日から30日間

に限り新株予約権を行使できるものとする。ただし、下記10．に定める組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項に従って新株予約権者に再編対象会社の新株予約権が交付される場合を除くものとする。

③　新株予約権者は、割り当てられた新株予約権の割当個数の全部を一括して行使するものとする。

④　新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使できるものとする。

⑤　その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

 

７．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

①　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則に従い算出される資本

金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合は、これを切り上げるものとす

る。

②　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金等増加限度

額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

 

８．新株予約権の取得条項
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　当社は、以下の①、②、③、④又は⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、

当社取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会が別途定める日に、新株予約権を無償で取得することができる。

①　当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

②　当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案

③　当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案

④　当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することについての定

めを設ける定款の変更承認の議案

⑤　新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当社の承認を要するこ

と又は当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについての定めを設ける定

款の変更承認の議案

 

９．譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものとする。

 

10．組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

　当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分割会社とな

る場合に限る。）、株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）（以上を総称して以

下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力

を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新設分

割につき新設分割設立株式会社成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる日、及び株式移転につき株式移

転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の直前において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」と

いう。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げ

る株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以下の各号に

沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式

交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とする。

①　交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

②　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記２．に準じて決定する。

④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後行使価額に上記③に従って

決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額

は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株当たり１円

とする。

⑤　新株予約権を行使することができる期間

上記５．に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅

い日から、上記５．に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

⑥　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記７．に準じて決定する。

⑦　譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。

⑧　新株予約権の行使の条件

上記６．に準じて決定する。

⑨　新株予約権の取得条項

上記８．に準じて決定する。

 

11．新株予約権を行使した際に生ずる１株に満たない端数の取決め

　新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てるも

のとする。
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12．新株予約権を割り当てる日

平成31年１月１日

 

13．新株予約権の行使後の取扱い

　当社は、行使手続終了後速やかに、新株予約権者が予め当社の指定する金融商品取引業者等に開設した新株予約権者

名義の口座へ、新株予約権の行使により新株予約権者が取得する株式について記載又は記録をするために必要な手続を

行なう。

 

14．本要項の規定の読み替えその他の措置に伴う取扱い

　本要項の規定の読み替えその他の措置が必要となるときは、会社法その他の法令の規定及び新株予約権の趣旨に従

い、これに関連する事項の取扱いについて、当社が適切と考える方法により、本要項を変更できるものとし、かかる変

更は本要項と一体をなすものとする。

 

15．発行要項の公示

　当社は、その本店に新株予約権の発行要項の謄本を備え置き、その営業時間中、新株予約権者の閲覧に供するものと

する。

 

16．その他

　新株予約権の発行及び割当てに関する細目の決定、並びに新株予約権の発行に必要な諸手続の履行等、新株予約権の

発行のために必要な事務については、当社人事部門又はその他の所管部門に一任する。

 

以　上
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別紙３－１

 

アルパイン株式会社第３回新株予約権

 

１．新株予約権の名称

アルパイン株式会社　第３回新株予約権

 

２．新株予約権の目的である株式の種類及び数

　新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数（以下、「付与株式

数」という。）は100株とする。

　なお、下記12．に定める新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）後、当社が当社普通株式につき、

株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合、次

の算式により付与株式数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されてい

ない新株予約権の目的である株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨て

るものとする。

 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率

 

　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときは、その効力発生

日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備

金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終

結の日以前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以降こ

れを適用する。

　また、上記の他、割当日後、当社が合併、会社分割又は株式交換を行う場合及びその他これらの場合に準じて付与株

式数の調整を必要とする場合、当社は、当社取締役会において必要と認める付与株式数の調整を行うことができる。

 

３．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使することにより交付を受けることが

できる株式１株あたりの行使価額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とする。

 

４．新株予約権の払込金額の算定方法

　各新株予約権の払込金額は、割当日においてブラック・ショールズ・モデルに基づき算出した金額とする。なお、当

該価額は、新株予約権の公正価額であり、会社法第246条第２項の規定に基づき、割当てを受ける者が当社に対して有

する報酬債権と新株予約権の払込金額の債務とを相殺するものとする。

 

５．新株予約権を行使することができる期間

　平成28年７月20日から平成68年７月19日までとする。

 

６．新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者は、当社の取締役（非業務執行取締役、監査等委員である取締役を除く。）の地位を喪失した日の翌

日から10日間以内（10日目が休日に当たる場合には翌営業日）に限り、新株予約権を行使することができる。

②　上記①にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計

画承認の議案、当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案につき、当社株主総会で承

認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社取締役会決議がなされた場合）、当該承認日の翌日から30日間

に限り新株予約権を行使できるものとする。ただし、下記10．に定める組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項に従って新株予約権者に再編対象会社の新株予約権が交付される場合を除くものとする。

③　新株予約権者は、割り当てられた新株予約権の割当個数の全部を一括して行使するものとする。

④　新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使できるものとする。

⑤　その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

 

７．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

①　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則に従い算出される資本

金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合は、これを切り上げるものとす

る。
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②　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金等増加限度

額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

 

８．新株予約権の取得条項

　当社は、以下の①、②、③、④又は⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、

当社取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会が別途定める日に、新株予約権を無償で取得することができる。

①　当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

②　当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案

③　当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案

④　当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することについての定

めを設ける定款の変更承認の議案

⑤　新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当社の承認を要するこ

と又は当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについての定めを設ける定

款の変更承認の議案

 

９．譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものとする。

 

10．組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

　当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分割会社とな

る場合に限る。）、株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）（以上を総称して以

下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力

を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新設分

割につき新設分割設立株式会社成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる日、及び株式移転につき株式移

転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の直前において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」と

いう。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げ

る株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以下の各号に

沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式

交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とする。

①　交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

②　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記２．に準じて決定する。

④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後行使価額に上記③に従って

決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額

は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株当たり１円

とする。

⑤　新株予約権を行使することができる期間

上記５．に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅

い日から、上記５．に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

⑥　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記７．に準じて決定する。

⑦　譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。

⑧　新株予約権の行使の条件

上記６．に準じて決定する。

⑨　新株予約権の取得条項

上記８．に準じて決定する。
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11．新株予約権を行使した際に生ずる１株に満たない端数の取決め

　新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てるも

のとする。

 

12．新株予約権を割り当てる日

平成28年７月19日

 

13．新株予約権の行使後の取扱い

　当社は、行使手続終了後速やかに、新株予約権者が予め当社の指定する金融商品取引業者等に開設した新株予約権者

名義の口座へ、新株予約権の行使により新株予約権者が取得する株式について記載又は記録をするために必要な手続を

行なう。

 

14．本要項の規定の読み替えその他の措置に伴う取扱い

　本要項の規定の読み替えその他の措置が必要となるときは、会社法その他の法令の規定及び新株予約権の趣旨に従

い、これに関連する事項の取扱いについて、当社が適切と考える方法により、本要項を変更できるものとし、かかる変

更は本要項と一体をなすものとする。

 

15．発行要項の公示

　当社は、その本店に新株予約権の発行要項の謄本を備え置き、その営業時間中、新株予約権者の閲覧に供するものと

する。

 

16．その他

　新株予約権の発行及び割当てに関する細目の決定、並びに新株予約権の発行に必要な諸手続の履行等、新株予約権の

発行のために必要な事務については、当社人事部門に一任する。

 

以　上
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別紙３－２

 

アルプス電気株式会社第７回新株予約権

 

１．新株予約権の名称

アルプス電気株式会社　第７回新株予約権

 

２．新株予約権の目的である株式の種類及び数

　新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数（以下、「付与株式

数」という。）は68株とする。

　なお、下記12．に定める新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）後、当社が当社普通株式につき、

株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合、次

の算式により付与株式数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されてい

ない新株予約権の目的である株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨て

るものとする。

 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率

 

　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときは、その効力発生

日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備

金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終

結の日以前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以降こ

れを適用する。

　また、上記の他、割当日後、当社が合併、会社分割又は株式交換を行う場合及びその他これらの場合に準じて付与株

式数の調整を必要とする場合、当社は、当社取締役会において必要と認める付与株式数の調整を行うことができる。

 

３．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使することにより交付を受けることが

できる株式１株あたりの行使価額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とする。

 

４．新株予約権の払込金額の算定方法

　金銭の払込みを要しない。

 

５．新株予約権を行使することができる期間

　平成31年１月１日から平成68年７月19日までとする。

 

６．新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者は、アルパイン株式会社の取締役（非業務執行取締役、監査等委員である取締役を除く）の地位を喪

失した日の翌日から10日間以内（10日目が休日に当たる場合には翌営業日）に限り、新株予約権を行使することが

できる。

②　上記①にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計

画承認の議案、当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案につき、当社株主総会で承

認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社取締役会決議がなされた場合）、当該承認日の翌日から30日間

に限り新株予約権を行使できるものとする。ただし、下記10．に定める組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項に従って新株予約権者に再編対象会社の新株予約権が交付される場合を除くものとする。

③　新株予約権者は、割り当てられた新株予約権の割当個数の全部を一括して行使するものとする。

④　新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使できるものとする。

⑤　その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

 

７．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

①　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則に従い算出される資本

金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合は、これを切り上げるものとす

る。
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②　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金等増加限度

額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

 

８．新株予約権の取得条項

　当社は、以下の①、②、③、④又は⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、

当社取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会が別途定める日に、新株予約権を無償で取得することができる。

①　当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

②　当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案

③　当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案

④　当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することについての定

めを設ける定款の変更承認の議案

⑤　新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当社の承認を要するこ

と又は当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについての定めを設ける定

款の変更承認の議案

 

９．譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものとする。

 

10．組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

　当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分割会社とな

る場合に限る。）、株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）（以上を総称して以

下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力

を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新設分

割につき新設分割設立株式会社成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる日、及び株式移転につき株式移

転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の直前において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」と

いう。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げ

る株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以下の各号に

沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式

交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とする。

①　交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

②　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記２．に準じて決定する。

④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後行使価額に上記③に従って

決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額

は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株当たり１円

とする。

⑤　新株予約権を行使することができる期間

上記５．に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅

い日から、上記５．に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

⑥　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記７．に準じて決定する。

⑦　譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。

⑧　新株予約権の行使の条件

上記６．に準じて決定する。

⑨　新株予約権の取得条項

上記８．に準じて決定する。
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11．新株予約権を行使した際に生ずる１株に満たない端数の取決め

　新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てるも

のとする。

 

12．新株予約権を割り当てる日

平成31年１月１日

 

13．新株予約権の行使後の取扱い

　当社は、行使手続終了後速やかに、新株予約権者が予め当社の指定する金融商品取引業者等に開設した新株予約権者

名義の口座へ、新株予約権の行使により新株予約権者が取得する株式について記載又は記録をするために必要な手続を

行なう。

 

14．本要項の規定の読み替えその他の措置に伴う取扱い

　本要項の規定の読み替えその他の措置が必要となるときは、会社法その他の法令の規定及び新株予約権の趣旨に従

い、これに関連する事項の取扱いについて、当社が適切と考える方法により、本要項を変更できるものとし、かかる変

更は本要項と一体をなすものとする。

 

15．発行要項の公示

　当社は、その本店に新株予約権の発行要項の謄本を備え置き、その営業時間中、新株予約権者の閲覧に供するものと

する。

 

16．その他

　新株予約権の発行及び割当てに関する細目の決定、並びに新株予約権の発行に必要な諸手続の履行等、新株予約権の

発行のために必要な事務については、当社人事部門又はその他の所管部門に一任する。

 

以　上
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別紙４－１

 

アルパイン株式会社第４回新株予約権

 

１．新株予約権の名称

アルパイン株式会社　第４回新株予約権

 

２．新株予約権の目的である株式の種類及び数

　新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数（以下、「付与株式

数」という。）は100株とする。

　なお、下記12．に定める新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）後、当社が当社普通株式につき、

株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合、次

の算式により付与株式数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されてい

ない新株予約権の目的である株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨て

るものとする。

 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率

 

　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときは、その効力発生

日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備

金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終

結の日以前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以降こ

れを適用する。

　また、上記の他、割当日後、当社が合併、会社分割又は株式交換を行う場合及びその他これらの場合に準じて付与株

式数の調整を必要とする場合、当社は、当社取締役会において必要と認める付与株式数の調整を行うことができる。

 

３．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使することにより交付を受けることが

できる株式１株あたりの行使価額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とする。

 

４．新株予約権の払込金額の算定方法

　各新株予約権の払込金額は、割当日においてブラック・ショールズ・モデルに基づき算出した金額とする。なお、当

該価額は、新株予約権の公正価額であり、会社法第246条第２項の規定に基づき、割当てを受ける者が当社に対して有

する報酬債権と新株予約権の払込金額の債務とを相殺するものとする。

 

５．新株予約権を行使することができる期間

　平成29年７月21日から平成69年７月20日までとする。

 

６．新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者は、当社の取締役（非業務執行取締役、監査等委員である取締役を除く。）の地位を喪失した日の翌

日から10日間以内（10日目が休日に当たる場合には翌営業日）に限り、新株予約権を行使することができる。

②　上記①にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計

画承認の議案、当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案につき、当社株主総会で承

認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社取締役会決議がなされた場合）、当該承認日の翌日から30日間

に限り新株予約権を行使できるものとする。ただし、下記10．に定める組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項に従って新株予約権者に再編対象会社の新株予約権が交付される場合を除くものとする。

③　新株予約権者は、割り当てられた新株予約権の割当個数の全部を一括して行使するものとする。

④　新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使できるものとする。

⑤　その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

 

７．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

①　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則に従い算出される資本

金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合は、これを切り上げるものとす

る。
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②　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金等増加限度

額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

 

８．新株予約権の取得条項

　当社は、以下の①、②、③、④又は⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、

当社取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会が別途定める日に、新株予約権を無償で取得することができる。

①　当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

②　当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案

③　当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案

④　当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することについての定

めを設ける定款の変更承認の議案

⑤　新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当社の承認を要するこ

と又は当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについての定めを設ける定

款の変更承認の議案

 

９．譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものとする。

 

10．組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

　当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分割会社とな

る場合に限る。）、株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）（以上を総称して以

下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力

を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新設分

割につき新設分割設立株式会社成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる日、及び株式移転につき株式移

転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の直前において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」と

いう。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げ

る株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以下の各号に

沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式

交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とする。

①　交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

②　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記２．に準じて決定する。

④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後行使価額に上記③に従って

決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額

は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株当たり１円

とする。

⑤　新株予約権を行使することができる期間

上記５．に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅

い日から、上記５．に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

⑥　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記７．に準じて決定する。

⑦　譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。

⑧　新株予約権の行使の条件

上記６．に準じて決定する。

⑨　新株予約権の取得条項

上記８．に準じて決定する。
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11．新株予約権を行使した際に生ずる１株に満たない端数の取決め

　新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てるも

のとする。

 

12．新株予約権を割り当てる日

平成29年７月20日

 

13．新株予約権の行使後の取扱い

　当社は、行使手続終了後速やかに、新株予約権者が予め当社の指定する金融商品取引業者等に開設した新株予約権者

名義の口座へ、新株予約権の行使により新株予約権者が取得する株式について記載又は記録をするために必要な手続を

行なう。

 

14．本要項の規定の読み替えその他の措置に伴う取扱い

　本要項の規定の読み替えその他の措置が必要となるときは、会社法その他の法令の規定及び新株予約権の趣旨に従

い、これに関連する事項の取扱いについて、当社が適切と考える方法により、本要項を変更できるものとし、かかる変

更は本要項と一体をなすものとする。

 

15．発行要項の公示

　当社は、その本店に新株予約権の発行要項の謄本を備え置き、その営業時間中、新株予約権者の閲覧に供するものと

する。

 

16．その他

　新株予約権の発行及び割当てに関する細目の決定、並びに新株予約権の発行に必要な諸手続の履行等、新株予約権の

発行のために必要な事務については、当社人事部門に一任する。

 

以　上

 

EDINET提出書類

アルパイン株式会社(E01840)

臨時報告書

34/37



別紙４－２

 

アルプス電気株式会社第８回新株予約権

 

１．新株予約権の名称

アルプス電気株式会社　第８回新株予約権

 

２．新株予約権の目的である株式の種類及び数

　新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数（以下、「付与株式

数」という。）は68株とする。

　なお、下記12．に定める新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）後、当社が当社普通株式につき、

株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合、次

の算式により付与株式数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されてい

ない新株予約権の目的である株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨て

るものとする。

 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率

 

　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときは、その効力発生

日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備

金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終

結の日以前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以降こ

れを適用する。

　また、上記の他、割当日後、当社が合併、会社分割又は株式交換を行う場合及びその他これらの場合に準じて付与株

式数の調整を必要とする場合、当社は、当社取締役会において必要と認める付与株式数の調整を行うことができる。

 

３．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使することにより交付を受けることが

できる株式１株あたりの行使価額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とする。

 

４．新株予約権の払込金額の算定方法

　金銭の払込みを要しない。

 

５．新株予約権を行使することができる期間

　平成31年１月１日から平成69年７月20日までとする。

 

６．新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者は、アルパイン株式会社の取締役（非業務執行取締役、監査等委員である取締役を除く。）の地位を

喪失した日の翌日から10日間以内（10日目が休日に当たる場合には翌営業日）に限り、新株予約権を行使すること

ができる。

②　上記①にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計

画承認の議案、当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案につき、当社株主総会で承

認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社取締役会決議がなされた場合）、当該承認日の翌日から30日間

に限り新株予約権を行使できるものとする。ただし、下記10．に定める組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項に従って新株予約権者に再編対象会社の新株予約権が交付される場合を除くものとする。

③　新株予約権者は、割り当てられた新株予約権の割当個数の全部を一括して行使するものとする。

④　新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使できるものとする。

⑤　その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

 

７．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

①　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則に従い算出される資本

金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合は、これを切り上げるものとす

る。
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②　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金等増加限度

額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

 

８．新株予約権の取得条項

　当社は、以下の①、②、③、④又は⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、

当社取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会が別途定める日に、新株予約権を無償で取得することができる。

①　当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

②　当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案

③　当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案

④　当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することについての定

めを設ける定款の変更承認の議案

⑤　新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当社の承認を要するこ

と又は当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについての定めを設ける定

款の変更承認の議案

 

９．譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものとする。

 

10．組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

　当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分割会社とな

る場合に限る。）、株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）（以上を総称して以

下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力

を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新設分

割につき新設分割設立株式会社成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる日、及び株式移転につき株式移

転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の直前において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」と

いう。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げ

る株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以下の各号に

沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式

交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とする。

①　交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

②　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記２．に準じて決定する。

④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後行使価額に上記③に従って

決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額

は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株当たり１円

とする。

⑤　新株予約権を行使することができる期間

上記５．に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅

い日から、上記５．に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

⑥　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記７．に準じて決定する。

⑦　譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。

⑧　新株予約権の行使の条件

上記６．に準じて決定する。

⑨　新株予約権の取得条項

上記８．に準じて決定する。
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11．新株予約権を行使した際に生ずる１株に満たない端数の取決め

　新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てるも

のとする。

 

12．新株予約権を割り当てる日

平成31年１月１日

 

13．新株予約権の行使後の取扱い

　当社は、行使手続終了後速やかに、新株予約権者が予め当社の指定する金融商品取引業者等に開設した新株予約権者

名義の口座へ、新株予約権の行使により新株予約権者が取得する株式について記載又は記録をするために必要な手続を

行なう。

 

14．本要項の規定の読み替えその他の措置に伴う取扱い

　本要項の規定の読み替えその他の措置が必要となるときは、会社法その他の法令の規定及び新株予約権の趣旨に従

い、これに関連する事項の取扱いについて、当社が適切と考える方法により、本要項を変更できるものとし、かかる変

更は本要項と一体をなすものとする。

 

15．発行要項の公示

　当社は、その本店に新株予約権の発行要項の謄本を備え置き、その営業時間中、新株予約権者の閲覧に供するものと

する。

 

16．その他

　新株予約権の発行及び割当てに関する細目の決定、並びに新株予約権の発行に必要な諸手続の履行等、新株予約権の

発行のために必要な事務については、当社人事部門又はその他の所管部門に一任する。

 

以　上
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